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１Ａ０９ 

地域中小企業集団によるインフラメンテナンス国策事業への挑戦 

 

 
〇苗村 昭夫（株式会社ユニックス） 

seed@unics-co.jp 

 

 

１１．． ははじじめめにに  

 我が日本の高度成長期時代（１９５５～１９７３）の”日本列島改造論“から、安定成長期・バブ

ル景気（～１９９０）などの好景気にのり、新幹線などの鉄道網や高速道路・海上連絡橋等のインフ

ラ事業建設が急激に進み３５年間が経過した今、「光陰矢の如し」のたとえの通り当時の公共建造物は

３０～６０年ほどの歳月が経っている。 

 これらの公共事業構造物の多くは、耐用年数を超えてその寿命が到来しているものも多く存在して

きている。日本の国家予算の膨大化に伴い国債の残高も 1000 兆円を超え、これらの老朽化したインフ

ラ構造物の新規建設や建て替えに向ける予算が立たない状況になっている近年の政治様相である。地

方自治体の管轄管理物件についても同様で予算の配分に苦慮している様子がうかがえる。 

 これらの状況下で、これからの公共構造物の整備は「新規建設」から「維持管理」への政策に転

じ、国策の一環として平成 27年「社会資本整備審議会･交通政策審議会技術分科会技術部会の提言、

社会資本のメンテナンス情報に関わる３つのミッションとその推進方策として“インフラメンテナン

ス国民会議”の設置が提言され、平成 28 年閣議決定で成立し官民一体の組織が結成された」(＊1) 

全国 10の地方本部と 5つの分科会が官民一体で活動を開始、弊社も近畿本部会員として登録され地方

公共団体の技術シーズフォーラム参加により「インフラメンテナンス」の重要性と、そこから生まれ

る多角的広範囲な技術ニーズの活かせる部分が点在するのではないかと考えた。 

 しかしながら、自社の技術能力だけでは事業としての挑戦は難しいと判断。東大阪を中心としたも

のづくり中小企業有志による、各社個別技術の集合で多様な総合技術力をもってインフラメンテナン

スに係る技術集団結成を図り、活動に向けた経緯・問題・成果目標などについてその実態と考察及

び、弊社の実態を交えて報告するものである。 

 

２２．． 公公共共事事業業構構造造物物のの老老朽朽化化実実態態  

22..11．．道道路路・・橋橋梁梁ななどどののイインンフフララメメンンテテナナンンススのの現現状状  

 多くのインフラ施設・構造物を所管している国土交通省は「我が国の社会資本ストックは高度経済

成長期に集中的に整備され、既に今後も急速に老朽化することが懸念されています。今後 20年間で、

建設後 50年以上経過する施設の割合は加速度的に高くなる見込みであり、このように一斉に老朽化す

るインフラを戦略的に維持管理・更新することが求められています」（＊2）との認識を示している。 

そして、各施設部門（道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾）別に、2033年 3月時点における建設

後 50年以上となる施設割合を算出しており、最も深刻な部門が道路橋（全国約 73万橋）の約 63％であ

ることを示している（同 HP より）。この割合算出には、建設年代不明の約 23万橋を除外しており、実質
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的には 7割前後が該当するものと推察される。 

社会資本の維持管理・更新に関して同 HPでは、「社会資本は適切な維持管理（日常的、定期的な巡視・

点検等や、劣化した部分の修繕・交換等）を行うことで、施設の状態を良好に保ち、また耐用年数を延

ばすことができます。一方で、耐用年数を経過した施設は、必要な機能を確保するよう施設全体を作り

替え、更新します。」と記しているものの、現実としての補修・修繕割合はお粗末な状況となっている

（図１）。 

橋梁については、わずか 22％が修繕に着手している

だけであり、残る 8 割近くが手つかずの状況にある。

したがって、（図２）区分「ⅢⅢ」の早期措置段階にある

橋梁が経年劣化により「ⅣⅣ」となり、通行不能措置が

取られる橋梁が増えることは必至であり、その間にも

区分「ⅡⅡ」から「ⅢⅢ」へと劣化する橋梁も確実に増加

するのである。 

 

また、補修等にかかる維持管理・更新費の将来推計を比較検討した結果、『「事後保全（施設の機能や

性能に不具合が生じてから修繕等の対策を講じること）」から「予防保全（施設の機能や性能に不具合が

発生する前に修繕等の対策を講じること）」へ切り替えることによる費用の縮減効果が大きいことが分

かりました。』 と淡々と述べてはいるものの、その予算確保はほぼ横ばい状態で推移しており、追い打

ちをかけるように、昨年来の新型コロナ禍のもと、税収減と対策費増加により、この予算確保には更な

る困難が横たわっているものと推察される。 

 

22..22..社社会会資資本本のの将将来来のの維維持持管管理理・・更更新新費費用用  

  国土交通省ＨＰ（2018年度）では、「社会資本メンテナンス元年（2013年）以降の取組み実績や新

たな知見を踏まえ、今後 30年後までの維持管理・更新の推計を行ったところ、”事後保全“から”予

防保全“への切り替えることによる費用の縮減効果が大きいことがわかりました。今後、予防保全の

考え方を基本としたインフラメンテナンスを国、地方公共団体などの取組みによる効率化を図り、持

図図１１  事事後後保保全全型型（（判判定定区区分分ⅢⅢ、、ⅣⅣのの修修繕繕））  

修修繕繕着着手手率率  

修修繕繕完完了了率率  

図図２２  構構造造物物のの健健全全性性のの診診断断結結果果  
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続的・実効的なインフラメン 

テナンスの実現を目指します 

との方針を示している。その 

今後 30年間に要する費用の 

推計は 2018年度 5.2 兆円か 

ら 3300年年後後ににはは 1122..33兆兆円円にな 

る莫大な推測値を示している。 

その上で官民一体となって 

予防保全の考え方を基本にした費用の縮減試算を推計しており、5年後、10年後、20年後での維持管

理・更新費が約約 3300%%減減少少し、3300 年年後後ににはは約約 5500%%減減少少するとの試算である。（図３）（*3） 

 

３３．． イインンフフララメメンンテテナナンンススにに係係るる官官民民のの取取組組現現状状  

33..11．．イインンフフララメメンンテテナナンンスス国国民民会会議議  

 2012 年に起きた中央自動車道での笹小トンネル天井版落下事故を契機として、道路やトンネルの定

期点検が予算化され、14年以降、５年サイクルで全施設を点検するシステムが定着したことで国策課題と

して平成 28年度に閣議決定にて誕生した“インフラメンテナンス国民会議”は、官民一体となり広く・深く技

術の引出と改善又、生産性の向上を目指し、初期の目的に向け活動を続けている。 

小職は、中小企業実態研究で知名度の高い関西大学名誉教授 大西正曹先生と旧知で交流機会も多い

中で、平成 26年に大西先生発起の“東大阪橋梁維持管理研究会”の立ち上げに誘われ、技術Ｂ班（表

面処理技術グループ）班長として、各所の現場視察や研究会に参加していた。その研究会会長として

支援頂いていた関西大学 都市システム工学科教授 坂野昌弘先生にもご指導頂いていた。その坂野先

生が所属するインフラメンテナンス国民会議近畿本部で近畿情報ＷＧ長の要職を務められており、国

民会議への参加を勧められ令和元年に入会した。 

“東大阪橋梁維持管理研究会”は、1社の独走により橋梁点検用掃除機を受注、独走により研究会の

在り方を再検討の結果、発展的解消し“NPO法人橋守り支援センター関西”となった経緯があった。そ

の経験の下で国民会議への入会には些かの疑念を持っていたが、国民会議近畿本部フォーラムに参加

により疑念は晴れ、公明で開かれた中で地方公共団体が有するメンテナンスニーズに対し中堅・中小

企業の各社が意見を交換し、後日に技術提案できる企業が集まり討議する方式は国民会議を運営する

システムと組織・実行力により発展していくものと信じた。 

 

33..22．．イインンフフララメメンンテテナナンンススにに関関わわるる中中小小企企業業のの期期待待  

  先に記述した“事後保全”や新設工事などの多くは規模も大きくなり、大企業ゼネコンの独断場で

ある。然るに今、“事後保全”から“予防保全”の拡大と国策指針での“インフラメンテナンス国民会

議”への中小企業の参画機会が増加していると考えられる。“予防保全”は規模も費用も小さく、大手

ゼネコンは見向きもしないのが現状の様であることから、新規事業展開のチャンスが膨らんでいる。 

 とは言え、中小企業のインフラメンテナンス国民会議への参画期待が高いが、企業の持てる固有技

術の適合・活用は常に有るわけでは無く、むしろまれではないかと考えられる。然し、中小企業各社

の異なる固有技術を結集し総合力をもって挑戦すればこの限りでは無いかと考えられ、大西先生も同

 
年 度 予予防防保保全全推推進進推計 

2018年度 約 5.2兆円 

2023年度（5年後） 約 5.5~6.0兆円 

2028年度（10年後） 約 5.8~6.4兆円 

2038年度（20年後） 約 6.0~6.6兆円 

2048年度（30年後） 約 5.9~6.5兆円 

 

 

 

図図３３  社社会会資資本本のの将将来来のの費費用用のの推推計計・・効効果果 

― 49―



様の考えをお持ちの様で意見の一致をみることが出来ている。 

４４．． イインンフフララメメンンテテナナンンススにに係係るる中中小小企企業業集集団団のの結結成成へへ  

44..11．．中中小小企企業業及及びび、、弊弊社社のの現現況況  

 昨今の中小企業が抱える諸問題は、2020年初頭よりの全世界的蔓延した“新型コロナ感染”問題が

未だ終息の兆しなく 3年目を迎えようとしており、多くの企業は大きな経済的損失を受けている。近

年では 2008年の“リーマンショック“による世界的経済の落ち込みを経験し、その後緩やかに回復し

てきたが、中小企業・小規模企業の回復は鈍く又、廃業・倒産が増え、企業数も大きく減少に転じて

いる。これ等は単に国内景気や世界経済の影響による原因ばかりではなく、中小企業が抱える共通し

た要因が内在するものと考察する。最近特に注目される”事業承継“”Ⅿ＆Ａ“が中小企業の継続を

助け、その従業員の就労継続が地方貢献と国力の維持増進に寄与 

しているものと考えられ、弊社も昨年（2020年 10月）に新たに 

創設された「おおさか事業承継・創業支援ファンド」の支援活用 

を受け、商法的にも完全に事業承継が成り、新社長の下で次なる 

事業展開を画策・努力を行っているところである。この事業承継 

事例は「2021年度中小企業・小規模企業白書」にも掲載された。 

（図４） 

 また白書では、事業承継以外の企業が抱 

える幾多の課題のアンケート調査による結 

果を（図５）の様に報告されており、人材 

問題に次いで“販売・受注先の開拓”“新規 

商品・サービスの開発“”新たなる事業分野 

への進出“などを挙げており、これらは今注 

目されているインフラメンテナンスに係る参 

入を志ある“ものづくり中小・小規模企業”を中心に“企業集団”として挑戦し、企業の存続と持続

的発展の一助を成し、地域創生にも貢献できるものと考えての行動を開始した次第である。 

 

44..22．．「「（（一一社社））イインンフフララメメンンテテナナンンスス技技術術開開発発推推進進機機構構」」のの設設立立  

 小職は、上記中小企業の現況下を理解したうえで、大西先生による再度の提案に対し同意、先生に

同調する数名の仲間と共に行動を開始した。弊社は長年のものづくり東大阪市を中心とした中小・小

規模企業経営者と交流があり、各種固有技術力を有し、元気で意欲ある多くの経営者に対し、皆様が

納得と満足できるインフラメンテナンス事業を行う企業集団の結成提案を行った。そして「「（（一一社社））イイ

ンンフフララメメンンテテナナンンスス技技術術開開発発推推進進機機構構」」（仮称）の設立を決し、ものづくり中小企業の他、専門学術

者・土木建設企業などの支援者団体・顧問の掘り起しを行ってきた結果、令和 3年 5月 28日に 15社

の参画確認を行い、第 1回設立準備会を開催した。9社が参席した会議では、早期の一般社団法人登記

手続きと定款作成（現在完成済）・年会費検討と共に、今後の課題と推進行動計画等の審議を行った。 

  

44..33．．実実効効性性ああるる推推進進構構想想計計画画  

 これまで幾多の NPO 法人や一般社団法人の役員の任を頂き活動してきて、20年以上も継続して活動

  

図図４４  中中小小企企業業・・小小規規模模企企業業白白書書  

 

図図５５ 中中小小企企業業のの抱抱ええるる課課題題  （（＊＊44））  
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を続けている団体もあるが、数年で解散してしまう団体も数多くあった。その最大の原因の殆どは活

動資金の枯渇と、活動目的に対し成果や事業化に繋がらないなどの理由で退会・解散への方向になっ

ている。本機構は、これまでの経験をしっかり受け止め、（図６）のようなステークホルダーを模索 

し、着実に堅実に推進することを念頭に、下記の事業計画から順次着手する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 一般社団法人の要項を全うする 

② 適切な年会費を徴収する 

③ 参加企業の特技・シーズの把握 

④ インフラメンテナンス国民会議への積極参加・提案 

⑤ 地方公共団体への紹介と支援 

⑥ 補助金も含め事業収入を必須 

⑦ 参加企業は無論、機構関係者・ 

機関への成果と還元を行う 

⑧ 参加企業の一社も取り残さない 

⑨ メンテナンスに係る工事・部材・工具・工法・検視・測量等、ハードとソフトとも幅広く挑戦 

これらの基本姿勢の下で、一致団結しコロナ禍の苦境から脱出し目的を完遂する決意である。 

  

44..44．．本本機機構構のの活活動動開開始始第第 11 号号！！  

 本機構メンバーは、大西・坂野両先生と中堅企業創業者・NEXCO 東日本元請け企業・阪神高速道路元請 

け企業・中堅土木建設企業 2 社・土木建設工事工具資材販売企業などの顧問・賛助会員に支援されスタート 

したが、その諸氏の中に弊社が 13 年前に取組んでいた道路補修用「転圧機」（通称プレートコンパクター） 

開発していたことを覚えていた方が居り、本機構での商品化・機構取扱機器 1 号を提案・指名されることと 

なった。同機器は当時経産省補助事業“新連携”に採択され、アスファルト付着防止機能転圧機として開 

 

図６ 本本機機構構をを取取りり巻巻くくスステテーーククホホルルダダーーのの模模式式図図 

（IIPPTTIIMMは略称記号である：＊５） 
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発し 2010 年に発売予定していたが、同年 3 月の弊社工場火災により全 

てを焼失したため市場に出ることなく終わっていた。（図６） 

 今ここに本機構の取扱事業商品としてのレビューを求められ思案 

の結果、当時ガソリンエンジン動力であったが、世界はすでにＥＶ 

車に向かっておりガソリンエンジンでは市場競争には勝てないと判 

断。新たな企画・研究開発・設計を進め、最新のリチュウムイオン 

電池を動力として正に国国策策の一つでもある CCOO22排排出出００及び、エエンンジジンン  

騒騒音音問問題題の解消を実現又、転転圧圧強強度度調調整整・・前前進進後後退退切切替替等の電気特性 

を活かした新機能を搭載した「「ププレレーートトユユニニパパククタターー®®」」の新企画を 

立案。本機構の土木建設機器販売事業を確立、事業収入の一つとして 

なる商品化を進め、総発売元を本機構に設定、全国を対象としてサー 

ビ網の設置も含めた企画を行っている。本機器はこの単品で終らず、 

次機の商品に課題であった アアススフファァルルトト付付着着防防止止機機能能や、次々機では 

園芸・グランド整備などの多多機機能能・・多多用用途途機機など継続して新機種開発 

を行い、機構の事業発展を目指した商品企画を考えている。 

 

５５．． おおわわりりにに  

  すべての事業活動は、結果として地方・公共そして国家への寄与であり、正しくそして長く継続す

ることで従業員の幸せと企業の発展につながるものと信じています。弊社はお陰をもちまして創業 40

年近くまで事業が継続し今ここに事業の承継が完了、新社長へ全てを委ねたものの、80歳までに後 1

年となってもまだまだ健康体であると思っている小職は矢張りおとなしくはしておれず、現業以外で

社会や地域に貢献できる何かをしたいとの思いは消えては無かったようです。長年のご交際・ご支援

を頂きました皆様に感謝申し上げますと共に、この度のような地方創生と国策への少なからず寄与で

きると思われる中小・小規模企業集団結成による新たな事業展開の一翼に参加できました事、誠にあ

りがたい事だと思っております。 

 本機構は発足間もなく未知数ではありますが、前述の通り過去の事例を忘れることなく、顧問や賛

助頂く皆様の助言・ご指導に従い、今時代が求める事態に呼応した事業展開により、表題である 

「「地地域域中中小小企企業業集集団団にによよるるイインンフフララメメンンテテナナンンスス国国策策事事業業へへのの挑挑戦戦」」が実現し、永続することを念じる

と共に、残る人生を謳歌したいとの思いを表し、終わりといたします。 

 

 

参参考考文文献献・・注注釈釈  

＊１：インフラメンテナンス国民会議 HP より 

＊２：国土交通省 HP“インフラメンテナンス情報”（2019年 8月）より 

＊３：国土交通省 HP“予防保全型のインフラ老朽化対策の推進”（2020年 11月） 

＊４：中小企業庁：“2020年度中小企業・小規模企業白書“より 

＊５：Institute for Promoting Technology of Infrastructure Maintenance「IPTIM：イプティム」 

 

図 6 当当時時のの転転圧圧機機  

― 52―




